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             一 税制の改革

 1 明治新政府の貧弱な財政的基礎

 明治新政府の財政的な基礎が，すこぶる貧弱であったことは周知の通りであ

る。一例を松方正義の財政論策集にとれば「明治政府ノ初年ノ歳計即チ明治元

年（1868）歳計ハ，其歳入僅二3，300万円余丁シテ，比ノ中経常部300万円

余，臨時部2，900万円余ナリ，臨時歳入ノ重ナルモノハ紙幣ノ発行，借入金ナ

リ，又ソノ歳出ハ3，000万円余ニシテ，此ノ中経常部500万円余，臨時部2，4

00万円余ナリ。臨時歳出中四脚明治初年ノ戦争二関スル費用ヲ包含ス・・（略）

・・ ﾞモ明治元年（1868）ハ旧政府ヨリ新政府二移リ変りノ時代ニシテ，戦争ア

リ，庶政未ダ緒ニツカズ，諸藩ノ歳入ハ，勿論徳川政府直轄ノ歳入モ亦多クハ

新政府ノ歳入二包含セラレザルヲ以テ，前記明治元年（1868）ノ計数ハ，日本

全国ノ歳計ヲ示スモノトハ謂ウベカラザルナリ。然レドモ，コノ計数タル新政

府ノ金庫二納マリタル最初ノ歳計トシテ，比較論究スル上ニオイテ差支エアル

コトナシ。」①すなわちその財源は御用金・献金・太政官札の発行など，臨時

非常手段による外なく，慶応4年（1868）閏4月29日に，徳川家名相続を田安

亀之助に下命，全年5月24日に，駿河70万石の一大名に封じた。明治2年（18

69）の版籍奉還後は旧藩主を藩知事として，現況の十分の一をその家禄に，十

分の九を藩政費及び士族の禄に充てしめたが，租税制度については何等の変化

もなかった。

 明治4年（1871）7月14日の廃藩置県によって，封建支配の最後の支柱たる
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幕藩体制を排除し．朋治政府は完全に全国統治権を一応確立したのである。と

はいえ，次ぎに示すように，「明治ノ最初4年間ハ旧政府時代ヨリ受継ギタル

封建ノ制度存在ジ，国内数輩拳骨分レ；中央政府ン権力ハ末タ微弱ニシテ十分

二輩固ナリトハ謂フ可カラスb明治4年（1871）7月二至リテ廃藩置県トナ

リ，弦二始メテ全国統一ノ制度ヲ施行スルノ時期到来セリ。」②理財稽蹟解題

中に「維新の変革は兵馬倥偬の間に創まり，戦務と政務は混乱して就中財政は

極度に困窮した。元年（1868）2月会計事務局を設け，次で同4月会計官を置

いて財務を掌らしめたが，其算する所は只朝廷直轄領に止まり其歳入も極めて

僅少であって中央政府の経費は富豪の献金及借入金，太政官札の発行によって

辛うじて之を支え，糊塗する外なかった。戦乱平定より4年（1871）7月の廃

藩置県に至る間は，漸を追うて中央の政治組織を改革し （2年7月大蔵省設

置），地方行政を画一したけれども各藩は事実上依然として財政的に独立して

いた。」③ただ旧幕藩時代の割拠的封建制度を綜合的に統一したにすぎなかっ

だのである。封建制下の特質として，幕府・各藩共に階級的・世襲的特権とし

て受けていた俸禄支給も，そのまま総括して明治政府の負担として引き継がね

ばならなかっtc o'新政府はその財源として旧離法にかわるべき，新しい税法の

構想を樹立せざるを得なくなった。

 幕藩体制下においては，各藩で年貢の取り方もまちまちで，藩により四公六

民・五公五民といったありさまで，場合によっては一一・…っの村が二つの藩に分轄

統治され，年貢も同一一・…でない場合もあった。この税法の改革は大蔵省が明治4

年（1871）9月，地所売買放禁分一収税法施設之儀正院伺にあたって

「税法ハ治民ノ要務ニシテ理財会計ノ基本ナリ。其当否ニヨリ邦国ノ隆替人民

ノ盛衰二関渉シ，至大至重ノ要件タル今更喋々論弁ヲ不埃。抑 皇国中古以降

ノ慣行ナル塗壁ハ戦国ノ遺法ニシテ妥当ヲ得サルモノ多シ。既．＝：地熱石高ア

リ，貫高アリ，東高アリ，無上アリ，無反別アリ。税二検見法アリ，定：免法ア

リ。五公五民モ名有テ其実大二不同アリ。其他雑税等二至テハ千差万別枚挙二

不邊。加フルニ割拠ノ旧習比藩法ヲ異ニシ，農民苛酷二苦シムコト久シ。今や

政de一一ニ
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朝廷i帰シ，'凡百ノ政務斉一ノ際，治国ノ枢要タル税法二三ケル均一ノ法則ヲ

殼ケサルヘカラス。弦二丁テ古来ノ沿革，当今ノ形勢，内外ノ制規等夫々探黙

考藪審議玉案仕候処，断然従前ノ方法ヲ廃棄シー般二地所ノ売買ヲ許シ，更二

地代金分一ノ収税法ヲ施設スルニ如カス。」④

 ここに明治5年（1872）2月15日太政官布告第50号「地所永代売買ノ儀従来

禁制ノ処；自今四民共売買致所持候儀肩甲許候事。」⑤と地所売買の禁を解

き，明治4年（1871）11月不平等条約改訂交渉のため出発した岩倉大使等の使

命の一眼目たる海関税則の改変，すなわち，理財稽蹟第二海関税之部 一一，海

関税の沿革の中に，「抑モ輸出輸入ノ抽税ハ，即チ外国商民ノ将来貿易ヲ允許

スルカ為メニ徴収スル者ごシデ，之ヲ軽重厚薄スル曳網サニ民力政府ノ特権二

在ルヘクシテ他ノ交際公法二関スル条約ト同ク各国二協議決定ス可キ者二非サ

ルハ宇内万国ノ通馬ナリ。然レトモ本邦自主独立ノ帝国ヲ以テ末タ万国ノ通義

ヲ践行スルヲ得ス，常二其籠絡ヲ受クルヲ病ム，是レ固ヨリ麓正セサル可カラ

サルナリ。故二4年（1871）11月特命権大使ヲ欧米各国二欽差スルノ日，我省

正院二稟議シ，明年壬申条約改正ノ期（明治5年・A．D．1872）二会スルヲ以

テ幸二大使田下シテ各国二協議シ税権ヲ挽回シ，万国ノ．公法二半テ交際条約ヲ

準正シ，輸出入税ヲ軽重厚薄スルハ我国ノ特権二帰セシム可キヲ上奏セリ。而

モ此早見今二至リ尚ホ末タ論定セス，乃チ弦二7年（1874）5月租税長官等ノ

建議ヲ採録シ以テ税権ヲ挽回スルヲ四望スルノ切ナルヲ明ス。」⑥及び明治4

年（1871）11月大蔵大輔井上馨・大蔵少輔吉田清成の内国税法改正見込正院上

申に「夫レ皇国ノ税法口耳ケル，往古ハ兵農不分賦税無別，中古二千リ政権武

門二移リ，封建ノ制行ハレシニ依リ，兵農全ク別レ比隣…法ヲ異ニシ，農民特リ

重敏二苦シムコト久シ。'今や皇威換発，郡県ノ体裁二七シ，百政済一ノ際，経

国ノ枢機理財会計ノ基本タル税法ヲ更張セサルヘカラス」⑦と明確に打ち出さ

れているように，地所永代売買の禁を解き，地租を改正して国内法の改正と，

不平等条約改訂によって，海関準則を改変して増収をはかり，もって税制の改

革をしょうと企図したのである。

 2 税制の改革の要
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承前「卸テ租税ハ人民保護ノ要務タレハ，之ヲ出サシムルや上下均一貧富公

平ヲ旨トス，而シテ税法ヲ施設ズルニ当ルヤ，特派地ヲ耕ヤシカヲ労スル者二

課スルニアラスシテ，物品ヲ費ス者ヨリ出サシメ三郷用品二薄クシ，無用品二

重クスルヲ以テ普通ノ公理トス，然リト錐モ，従来ノ田租ヲ主トシテ，五公五

民坪取ノ法ノ如キ，今俄二之ヲ廃セントセハ因襲ノ久シキ，既二人心二固結

シ，一時二董革シ難シ，故二野ツ地所売買ノ禁ヲ解キ地券ヲ改メ，而シテ沽券

ノ税法ヲ施設シ，』或ハ物品税，印税等ヲ起シ，其実挙ル船軍テー般土地ノ税ヲ

薄クシ，以テ生産ノ増殖ヲ勧メ，或ハ専売特許ノ税ヲ設ケ以テ人ノ智識ヲ開

キ，百工ヲ奨励シ以テ人工品ノ増殖ヲ誘導スルトキハ，内地ノ物品繁殖シテ国

用以テ豊玉スヘシ。加之全国ノ地宜二応スル物産ヲ育シ，邦俗二適スル工芸ヲ

閣キ其ノ税ヲ権衝シ，海外二輸出シ，然シテ我国木下ノ物品ト交易シ，海関保

護税ノ活用ヲ以テ内地ノ物品輸出ノ利害ヲ去就シ，海外ヨリ輸入ノ物品ヲ計較

シ，其得失二従ヒ之力税額ヲ軽重シ，常二輸出ノ物品ヲシテ輸入ノ物品ヨリ数

倍セシムルコトニ注意シ，以テ之力税法ヲ設クルトキハ，海外二対シテ許多ノ

利益ヲ得ヘシ。尤モ内地二百テハ税法ノ平準ヲ極メ，農民貢租ノ偏重ハ漸次消

却シ，至当公平ヲ得ルニ至リ，始メテ下二偏重偏軽ノ弊害ナク，上分ハ年ヲ逐

フテ歳入ノ利ヲ増シ，実二税法ノ要機糸シテ今日ノ急務ナリ。聯カノ微哀ヲ記

．シテ謹ンテ公許ヲ乞フ。」⑧と税制改革の急務を力説したのである。

 3 税法改革の構想と条例公布

 前記記録たよっても大蔵省の税法改革の構想は内国税改革と海関税改革の二

つの部面に重点がおかれていたことは確認できるであろう。

 イ 内国税の部面では

 農民のみに課せられた重税を軽減し，物品税，印紙税，専売特許税の諸税を

新たにおこす。しかしながら農民の負担を急激に軽減することは困難なので

 ① 土地売買の自由を許し，農民め所有地に：地券を交付し，全国の：地代金の

  総額を検討し，当面は旧貢租額を維持出来るよう地平を課する。

 ② 物品税，印紙税等の収入増大につれて地税を減じてゆく。

 ロ 海関税の部面では
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 輸出入に深い関心を示し，常に輸出超過をはかり，輸出物品には軽税を，輸

入物品には重税を，という保護税則の樹立を期する。以上の内容をもつ大蔵省

税法改革構想は，従来の旧邸法が，封建的小農…経営によって営まれる水田農業

を基礎とした封建的自給経済の存在と，その維持を前提とするものとは本質的

に異っている。

 金納定額地租，物品税，印紙税，あるいは海関税等，その税目のいずれをと

って見ても，商品経済の展開が税目創設の前提となっていることに注目しなけ

ればならぬ。⑨

 しかしこの構想は旧税法の速やかな撤廃を決して企ててはおらず，むしろ当

分の間旧法を維持すべきことを強調している。前掲の「今俄二之ヲ廃虚ントセ

ハ，因襲ノ久シキ，既二人心二固結シ，一時二凍露シ難シ」又「（前略）旧来

之税法ハ専ラ之ヲ土地ニノミ賦課シ，其地上二有之候物品税ノ如キハ措テ不問

シテ自然ト其ノ税額ヲモ地租中二包含イタシ居姿二相成有之，．即今之ヲ区分難

致候間先買当分ハ地価百分之三ヲ地租ノ額ト指定，今後物品諸税ヲ興シ，其ノ

税額ヲ増加スル幽霊テ漸次地租ト物品税ヲ区分シ，遂二地租ハ原価百分ノー二

帰着セシムヘキ目的ヲ以テ取調候儀二有之・・後暑」⑩とつまり当面貢租即ち封

建地代の撤廃ではなく，単なる形態変化・現物地代から金納地代への転化が意

図されているにすぎない。結局旧法の維持にっきると言うも過言ではない。こ

の金納地代としての地租が？その封建的本質を失うのは，保護税によって，海

外先進資本主義国からの，輸入商品との競争から守られて，国内諸産業が成長

をとげてゆく過程においてとされているが，廃藩置県の断行によって，・全国一

率の租税制度の実施が緊急の課題となった当時の日本の置かれた国際的環境

は，軍備の充実と新産業の導入を焦眉の急として，明治政府に迫るばかりでな

く，租税の軽減と民主改革を求める農民の一揆が各：地で激化していた。このよ

うな中において明治6年（1873）7月に地租改正条例を公布したのである。
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二 税制における地租の位置・

 1 地租決定の根拠

 条例の骨子は全国の民有地について地価を決定し，地価の百分の三を地租と

して，所有者に賦課し，さらに地租の三分の一以内を地方税として徴集すると

いうのである。新地租は地価を基準として賦課されたから，問題はこの地価の

決定にあった。

 政府は必要な財政資金を得るため，絶対に旧租額を維持しようとし，その立

場から地価を割出した。地価の百分の三という地租率は政府自身もこれを妥当

とは認めていなかっt。そのことは，地租改正条例第六章に' u従前地租ノ三三

自ラ物品税，家屋ノ税等混瀟致シ居候二付，改正二当テハ判然区分シ，地租ハ

則地価ノ百分ノーニモ可露盤ノ処，末三物品等ノ諸税中興ラサルニヨリ先ツ以

テ：地価ノ百分ノ三ヲ税額二相定器得共，向後茶・煙草・材木其ノ他ノ物品税追

々発行相成，歳入相増収入ノ額二百万円以上二至リ候節骨，地租改正相成候土

地二三リ，其地租二右新税ノ増額ヲ割合，地租ハ終二百分ノー二相成候迄漸次

減少可零時。」①とあるにも明らかなように，物品税等の新税増加にしたがっ

て漸次減税を公約したのである。②

 税制改革の基本方針は前述の通りであるが，明治政府の重要スローガンたる

殖産興業と文明開化は日本に産業革命を遂行せしめるための合言葉であったの

であるが，幕末から明治初年にかけてのわが商人は，両替商や問屋のような大
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商人でも，織元というような大きな実業家でも，豪農で61まだ近代的産業や

近代的経済制度に関して十分な理解をもっていなかったし，資本力も企業心も

不足しており，自から近代的大産業を活発に輸入，移植することはほとんど出

来なかった。③

 又海関税の収入も安政元年（1854）米国と和親条約を結び，其後，イギリス

・オランダ・ロシア諸国とも之を結んだが，此の条約は外国人の待遇，船舶並

に最恵国条款に就いて規定するばかりで，関税に関するものを含まず，お互に

不便が多かった。そこで文政5年（1858）アメリカをはじめ，イギリス・オラ

ンダ・フランス・ロジアと修好通商条約を結び，その付属として貿易章程を取

り『きめた。即ち安政五ケ国条約であって，後にポルトガル・プロシア・スイス

の三国もこれに加入した。この条約は領事裁判権を認めた上に，税権も片務的

に束縛せるものであった。けれども輸出税は総て従価の五分とし，輸入税は最

低五分・最高三割五分と定め，税目表に掲げられなかったものはすべて従価の

二割とされ，とに角保護関税の形式だけは備えたものであった。

 しかるにわが国は条約に定めた開港開市の期限が到来しても之を履行せず延

期を乞わなければならない状態にあったのに乗じて，各国は其の代償として協

定税率の軽減を迫り，慶応2年（1886）5月，アメリカ・イギリス・フランス

・オランダの4ケ国と改税約書を調印し，付属の運上目録を定めることとなっ

た。運上目録においては，数種の禁制品及無税品を除く外，輸出入とも従価の

五分と定め，しかもその課税価格は，其の品の輸出港における市価を以ってす

ることにしたから，其の間その市価に精通することが出来ない不利があり，関

税率は実質において甚だ低いものであることを免かれ得なかった。その後前記

4ケ国以外のヨーvッパ諸国は殆んど改税約書に加わったから，我国は領事裁

判権と同様に税権においても，世界各国より全く片務的に束縛せられることと

なった。この改税約書の有効期間は安政5年（1858）より満14ケ年であって，

明治5年（1872）7月までに全部満了する予定であり，従って政府においても，

民間においても条約改正の運動が起こされたが，国事多端の折柄之に全力を傾

注する事が出来ず，条約改正は明治32年（1899）を待たねばならなかった。し
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かもこの海関税は政府の財源として重要視していたもので下安政以後外国貿錫

が行わるSに至って．．幕府は若干の関税収入を得るに至うた6その額は安政6

年（1859）6．月から慶応元年（1867）末までに480万円と称せられている6・行

詰った幕府財政にとって，これは好個の財源であった。」④と記してある。

 やや時期のずれはあるが，明治21年（1888）11月，大隈外相の条約改正案に

 （※註）協定輸入関税率品目より，従価五分ないし二割，平均一割二分にひきあげ，酒

 ・煙草の類には日本で自由に課税し得る。 この率では明治21年間1888）の輸出関税額

 272万5・000円であったものは590万円になる。また出港船に対してはいままでの手数料

 をやめて，二二を課する。これにより約10倍の増加が予期される。」⑤

とあることによっても知られるように，税法改革の重点であった内国税，海関

霧中の海関税は条約改正の問題がからんで意の如く進まず，内国税改革は物品

税・専売許可税等の新税収入の増加も，殖産興業・文明開化の未発達の中で

は，産業生産物からの物品税も確立せず，結局税制改革の対象となづたのは内

国税中の地租のみに集注された。参考までに歳入総計における明治5～6年（

1872～1873）'の通常歳入と地租の割合を表示すれば，地租は下表の如く朋治5

年においては全歳入の4割，通

常歳入の8割以上，6年におい

ては7割・8割5分を占めてい

る。いまだ農業が主要生産であ

り農民が全入口の8割を占めて

'＼費目1
     歳入総計   へ      

1年度＼＼1
通常歳入  地 租

明治五年
半万円【
5・・4引

   g

 万円  万円
2，442 1 2，005

ii治六年｝，，評，，。酬  万円
6，060

                                  ＠

いたという事情の下にあっては，地租が主要な財源であり，したがって租税負

担者が農民であったことも当然のことである。⑦

 この間の事情を端的に表現したものに

「近代日本の出発点は明治維新である。明治維新によって民族的統一国家がう

ち立てられたが，その権力を手中におさめたのは天皇であった。1869年（明治

2）の版籍奉還，さらに1871年（明治4）の廃藩置県によって，幕藩領主の土

地と人民にたいする支配潅はすべて朝廷の所有に帰した。この過程で，徳川時

代の士農工商という封建身分制度は，基本的に華族・士族・平民の三身分に編
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成が裏ぎれたばかりでなくジ旧領主ですら世襲の家臣をもっこ一どを禁止され

た塗天皇は，いまや無制限で絶対的な権力をもう絶対君主として，すべての国

民に臣従を強要した。そして……中略……天皇国家は，その財政的基礎をかた

めるために，1873年（明治6）から地租改正に着手した。この改革にホって，

旧来の年貢は全国一律の金納地租に改められた。しかし実質は封建地代を国家

が収奪する仕組みになっただけであり，耕作農民は封建的負担からなんら解放

されはしなかった。……略」⑧

'と，国家財政の枢軸は税制改革においても地租におかれていたことを物語って

いる。

 2 地租改正の発令と経過

 「地租改正ノ発令ハ明治6年（1873）ニアリト錐トモ，其ノ前野二下学端緒

ヲ発スルモノアリ。総テ之ヲ掲クルニ非ラサレハ，其ノ因テ起ル所ヲ見ルニ由

ナシ。傍テ明治元年（1868）二起リ明治14年（1881）6月，培租改正事務局閉

鎖二丁ッテ止ム」⑨と記してあるが，

 （※註）…前略…8年3月地租改正局ヲ内務大蔵二三ノ間二置キ専ラ改董ノ事務ヲ管掌

 セシム。…略…8月府県二二令シテ日ク，地租ヲ改正スルハ固ヨ．リ速成ヲ要セスト錐

 モ，一県勢クハー郡若クハー区ヨリ起端シ漸次二改正スル如キハー管轄内ニシテ彼此ノ

 衡平ヲ失シ，且又逐年物価ノ低昂アルカ為メニ：地価ノ差異ヲ生スル等各種ノ障害アルニ

 由り，明治9年（1876）ヲ以テ全国各地方一般二地租改正ヲ幹完スルノ期限ト為ス。」⑩

 （※註）…明治8年8月30日第百五十四号達

  地租改正左心ヨリ速成ヲ要セサレトモ，一県又バー郡一区ヨリ漸次二改正スルトキハ

 彼此権衡ノ平準ヲ得難ク，且旧年物価ノ低昂二依リ地価ノ差異ヲ生スル等，種々ノ障害

 アルニ由リ，来ル明治9年（1876）ヲ以テ各地方一般改正ノ期限ト定ム。依テ精々尽力

 其成績ヲ奏スヘシ。」⑪

前記にても知られるように，期限内完結を期し努力したにもかかわらず，明治

14年（1881）事i務局閉鎖の日をもって完了している。こSに改正事業は一応ほ

ぼ終了したが，当時地租に関する法規が頗る不完全であったため明治18年（18

81）3月地租条例を発布し，之によって地租に関する根本法規が確立したので

ある。
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            鑑'三三，し第一1：趨1ti・・

 '旧来の田租制度はb．検地により土地の広狭を測ty ）一．軸味に従あて等級惚定

め，石盛，すなわち収穫率を算定して課税標準にずるものであらで録三見にま

うて斜嘱するけれども，検地及等級決定方法の如きは頗る不十回忌ものであっ

たばかりでなく，検見に至っては情弊行われ易く髭人民負担の公平を欠くてと

が非常に多かった。且つ正租は五公五民と標準によめたが，地方によ．りこめ率

を異にしたため，殊に廃藩置県後は負担の不均衡に対する不平続出のあり』きま

であった。のみならず，当時の田租は概ね皆納を本則としたが，此の制度は収

納其の他に際していたずらに官民の労務を加重し，、且つ米価の高低に従って政

府の収入も定まらない等，すこぶる多くの重大な欠点を存し，その根本的改正

は急務中の急務であった。官民の間にも改正の必要を眠え'る者も多く，各種の

建議が行われた。すなわち明治3年（1870）6月，集議院判官神田孝平は石盛

及検見の弊を説き，米納の弊またすごS'る甚しと，痛烈に税法を指摘し，この

際よろしく新たにn

 ①土地の売買を許し，

②土地の所有者に地券を交付し，

 ③：地租は地券に記載の地価に応じて金納せしむ

べきことを論じた。その所説は当時の卓見であって，大いに世論を喚起し，'遂

に地租改正の動機をなすに至った。⑫

 明治4年（1871）7月廃藩置県の実施によって地租改正の必要はますます痛

感せられたが，その年の9月，大蔵卿大久保利通もまた地所売買の禁を解き分

一税の制を施行することを正院に再議し，＠租税権頭松方正筆睡地租改正恵見

を大蔵卿に建議した。

 松方の意見の要旨は松方伯財政論策集・地租改正説によれば

①地所ノ耕作ハ其ノ持主ノ自由二任ス可キ事び

②地所売買譲与ハ勝手．タルベキ事。

③穀物輸出ヲ允許ス可キ事。 （前政府二於テハ輸出ヲ禁止シタリキ。'）

④地引絵図ヲ精細調製スル事。

⑤地価ヲ定ムル事。
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⑥地価と従七租額ヲ定ムル事ゼ   ・      '

⑳地所持主ぺ各地券'ヲ附与スル事6'⑭'

 新地二二二二之部 。第八十条

 四年十二月廿七日布告（1871）

 東京府下四型武家地門地ノ称アリシガ，自今之ヲ廃シ，一般地券ヲ発行シ，

：地租ヲ上納セシム。⑮

 。第八十二条

   耳年正月大蔵省ヨリ東京府へ連

 地券発行地租収納規則ノ内，

 第十六条ノ内 地租ハ地券二登記セル金高百分ノニ，外二庁費金トシテ地回

 金一円二付金三銭ヲ収入ズペシ。『但右手率トモ今後ノ景況二由リ尚高低スヘ

 シ。⑯

として政府は明治5年正月（1868），従来無税地であった東京府の武家地町地

に地券を交付して地券税を課し，明治5年月日敏（1868）

 大蔵省ヨリ東京府へ達

 地券発行二三其地租額ハ地券二記載金高百分ノニ及区長等ノ給料其他一切ノ

町費ハ同百分ノ三ト有ルヲ改メ，：地租ハ百分ノー町費ハ各区人民協議ヲ以テ適

宜ノ方法ヲ定ムルモノトス。⑰

 また明治5年2月15日（1872）太政官布告第五十号を以て「地所永代売買ノ

儀従来禁制ノ処，'自今四罠男子貿致所持三儀被差許候事。」⑱とのことにて，

土地永代売買の解禁を行ったが田租の改正には触れなかった。明治5年（1872）

5月に至り，神奈川県令陸奥宗光又上書して田租を改正し，その実価に準じて

金納地租を賦課する事を建議した。⑲

  （※註）陸奥県令は，それ以前に大阪・兵庫・和歌山の諸府県の県令を歴任し，其の

 商，“旧慣による地租徴収制度の不便なことを痛感し，その改租の方法につきひそかに調

 査しつつあったが，明治5年・（1872）に至り，過去の経験と研究にもとづき，次の建白

 書を太政官に出した。その文に曰く，「伏して惟うに本邦田租の法，古今時代の沿革に

 従い，種々の変改，遂に今目に及ぶ，而してその法たる一得一失，末だ全備に至らず云
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・々．（神奈川県庁〔維新前の米制〕う．どの継て物納の弊を説き》「又繭虹の老農にe虚血け

て・村里の実況をよく知り・：・施行の術も又甚だむずかしいものではないとし'埣租改正

を断行する理由を次の四項に要約したのである。

①各藩の税率一斉ならざるが故に之を統一して，新集権国家の租税負担を全国均「なら

 しむるため。

②旧法の物納制度は土地検法・作柄の検見・米の苞装及運搬の不利不便甚だ多しq

⑨国民経済が貨幣経済に入りたる後に，現物を以って租税を収納すれば，政府は更に之

 を貨幣に交換せざるべからざるの不便あり。

④米価は年により豊凶あるが故に，租税を現物にて収納すれば「末定の歳入を干て必要

 の歳出を謀らざるを得ず」して国庫の予算を精確に計上し難きうらみあり。

 夙に改正の必要を認めていた政府は，種々の準備施策を行った。

 その一は租税金納の拡張である。すなわち明治3年（1870）7月，大蔵省達

を以て田方は旧来の米は白繭畑方は総て石代納に統一し，同年閏10月には畑

方正租は総て米価による石代納とし，明治4年（1871）5月には太政官布告を

以て現物納の困難な地方に金納を許し，更に明治5年（1872）8月には田畑貢

米は勿論雑税米に至るまで広く金納を許した。

 その二は地券税の賦課である。すなわち明治4年（1871）12月，太政官は東
                                   N
京府下に於ける武家地町地の称を廃し，'地券を交付して地租を上納せしむべき

旨を達した。之に基いて明治5年目1872）地券発行地租収納規則を発布し，従

来地子免除の地であった東京市街地に地券を発行して券面記載地価百分の二（

間もなく百分の一に改む）の地券税を課し，更に地子負担免除の特典のあった

他の市街地にも之を及ぼすことにした。

 その三は土地永代売買の解禁であった。明治5年（1872）2月，この解禁令

を発し，人民に土地の所有権を認め，その売買譲渡あるごとに地券を交付する

こととした。但し：地券税法施行の市街地以外に関しては，単に：地券を交付した

にと皮まり，直ちにこれによって課税したのではなかったが，地券発行が地租

改正の準備施策であったことは勿論である。

．その四は，石高の呼称の廃止であって，すなわち明治6年（1873）6月，田
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畑はすべて段別を以て呼び改むべき事を布告した。かくの如く準備施策の進捗

するや，明治6年（1873）4月，大蔵省は地方官を東京に召集会同して，地租

改正の方法を議せしめ，審議討論の結果地券面に於ける地価に課税することを

可決した。よって委員若干名を選び，地租改正法案を起草して正院に上申した

が，明治6年（1873）7月，太政官布告第二七二号を以て地租改正規則及地方

官心得書を定めた。地租改正の骨子とするところは

 ①従来の土地の収穫を標準として賦課していた地租を，土地の価格に応じて

  賦課することに改めた。

 ②税率は地価の百分の三を以て定率とした。

 ③物納を廃して総べて金納とした。

等の諸点であるが，改正の結果，収入の確定・徴収の簡易・負担の公平・負担

の画一其他の利益，便宜が期待せられたのである。

 地租改正に於て重要なる事柄は賦税の基本となる地価の算定であった。地租

改正条例施行以前の地券に記載する地価は売買価格であったが，施行後の地価

は総て収益によって定められる事となった。

 収益：地価の調査は書面上の調査と実地調査の二方法に分れる。書面上の調査

とは，まず法定の方法により地価を算定して之を標準とし，人民より提出せる

書類につきその当否を審査する。その結果かりに之を可決した後，実地調査の

結果と照合して地価を決定するのである。実地調査は，まず土地を一筆ごとに

丈量し，之によって絵図を作り，更に帳簿及絵図と実地との差異のないように

地押を行なう。しかし地価を決定するに当り，土地一筆毎にその収益を調査し

て之を算定することは不可能なるが故に，各：地の田畑宅地毎に，：地位・地味及

交通の野馬によって等級を設け，之が収穫を標準として一段歩に対する地価を

定め，以て各等級に対する毎筆の地価を算定する。地価算定の具体的方法は，

まず田地一段歩の収穫を石代によって金銭に換算し，種子，肥料・地租及村費

を控除したる残額を純収益とし，之を一定の利率によって還元して：地価を求め

る，而して自作地にあっては全収穫米を以て直ちに聖代に換算し，年率六分の

収益あるものと見倣し，小作の場合四分としたので，結局その算出地価におい
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て差異はなかった。かくして定められた地価は，土地の売買ある毎に，その代

価によって改正する予定であったが，かくする時は：地価の血忌に限度がなく常

に変動するので公平画一を失する恐れありとしで，明治7年（1874）5月の布

告を以て地租改正後売買の間，地価の増減を生ずるも，改正の年より5ケ年間

は所定の地価により収税すべき旨を定めた。然るに明治13年（1880）に至り，

各地漸く据置期限終了のさしせまったにもかかわらず，初年度の改租事業末だ

完了せず，その他種々の困難なる事情があったため同年5月更に明治18年（18

85）まで据置く再延期の措置をとった。

 3 税率の決定

 ：地価決定と，税率の決定は農民にとっても重大な関Q事であった。又政府に

しても地租改正によって従来より農民の負担を重くすることは絶対に避けねば

ならない事柄である。結局旧来の歳入を減ぜず，しかも公平を目的とする税率

を定めるに当って，当時のわが国のおかれた国際的情勢を考慮しつつとられた

窮余の措置であったといわざるを得ない。

 明治6年（1893）12月大蔵省は地券税額を原価百分の三に定むることを論定

して

 「：地券税ヲ施行スルヤ，：地価ノ幾分ヲ以テ税額ト定ムル最モ至要ノ事トス。

蓋シ地租改正ノ旨趣タル従前ノ旧弊ヲー洗シ，公平賦課ノ率ヲ設テ，上ハ国用

ヲ闘カス下官民力ヲ斉フルニアリ。故二旧来収入ノ額ヲ算計シ，自今収入スヘ

キ税額ヲ量ウ，地価二賦課スルノ概算ヲ立ッルニ左ノ比較表ノ如ク，地価百分

ノ三ヲ以テ其ノ額ト定メ恰モ適当ヲ得ルモノトス。抑モ方今多事ノ際旧来ノ歳

入ニチハ現今ノ経費二軸スルニ足ラスト錐モ，今俄二民力ヲ量ラス其ノ額ヲ増

サント欲スルトキハ勢ヒ固ヨリ不可ナルモノアリ。況や生産根源ノ地二重税ヲ

賦スルハ経済ノ本旨二背戻スルニ於テヲヤ。今五二印紙税ヲ発弘シ茶・煙草・

其ノ他物品税モ逐次本立スルノ内儀アレハ別項収入逐年増加スヘシ。故二地租

改正ノ株先ッ旧来ノ歳入ヲ減セサルヲ目的トシ，而シテ賦課其宜ヲ得衆庶ノ幸

不幸ヲー洗セハ庶幾クハ改正ノ本旨ヲ達センカ。是自今原価百分ノ三ヲ以テ税

額ト定ムル所以ナリ。
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別紙

 新旧税額比較概計

全国高三千三百万石

 一，反別四百万町歩  但平均石盛八

  此貢米千二百万石  但反米三斗

  此代金三千六百万円 旧税一石二付三円

三公七民ノ法ニシテ

  作徳米二千八百万石

  此代金八千四百万円

二口合金一億二千万円

  内金千八百万円    種肥料一割五分引

 残金一億〇二百万円

  内

   金 千〇二拾万円  村費

   金三千〇六拾万円  地租

  二二四千○八拾万円

 残金 六千百二拾万円

此地価金拾億二千万円 但残金ヲ六分ノ利子ト看倣シ地価ヲ算：出ス。

   此百分ノ三

   金三千〇六拾万円           地券税額

右ノ計算ヲ以テ新旧税額ヲ比較スルトキハ，金五百四拾万円地券税ノ方減ス

ト錐モ，更二増加スヘキモノアリ。左ノ通り，

隠田切添！類旧反別ノニ割増加ノ見込

即チ

ー，反別八拾万町歩

 此：地価二億〇四百万円

  此百分ノ三

  金六百拾二万円
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          明治維新における地租改正について

 以上によって明らかなように，地価百分の三の根拠は旧来の貢租を基準とし

て算定したものである。地価の百分の三の収税下金七拾二万円也の増収を見込

んだのであるが，地租改正報告書第九款地租の部より表示すれば

  年度    物成四ツ（永高一一一一一貫文ヲ以テ石高一石二丁フ

 天保7年 石高  3，043万5，206石2升7合6夕
 1836 永高  1，367メ670文
     租額 米1，217万4，629石4斗7升9合

明治4年 地租
1871
明治5年 地租

1872
明治6年 雪上

1873
明治7年 全上

1874

米1，254万9，354石1斗5升3合

1，213万5，195石2斗3升6合

1，123万9，712石8斗5升4合

1，074万5，982石8斗3升7合

天保年度トノ比較
増37万4，724石余

前年比
減41万4，158石余

前年比
減89万5，482石余

前年比
減49万3，730石余
明治4年ヨリ
減180万3，371石台

…中略…然而今租金ヲ以テ，改正前三ケ年平均実収租金5，236万8，054円77銭3

厘二比スレバ290万5，109円18銭1厘ノ減差ヲ生シ，又試植明治10年（1877）ノ

聖詔二由リ改正ノ租金ヲニケ半二改算：スレハ，其ノ金額4，121万9，139円28銭8

厘ニシテ，之ヲ前三ケ年平均実収租金ト対比スレハ，1，114万8，915円48銭5厘

ヲ減シ，又百分ノ三ノ額二比ろレハ8，243万3，800円30銭4厘ヲ減ス。而シテ旧

尺貫間法六尺五寸，六尺三寸等各種ノモノハ悉皆六尺二改算シ其旧反別ヲ求レ

ハ耕宅塩田ニテ326万444町6反9畝8歩8合2タ8才1糸ニシテ，改正ノ反別

ハ484万8，567町8畝18歩2合3タ3才ナリ。其ノ改正反別ノ旧三二増スコ

ト，158万8，123町3反9畝9歩4合4才9糸，此増加ハ旧慣歩積ノ伸縮常ナキ

ニ由ルノミナラス，隠田・切下・切開ノ租籍ヲ脱スルモノ最モ多キニ由ル。三

二改正法二於テハ其租率ヲ減スト錐モ其反別ノ増加二随ヒ税額二亦増サザルヲ

得ザル理アリ，三州テ290万余薫ノ減差ヲ生スルモノハ旧税厚歓ノ部分霧多ニ

シテ薄収ノ部分僅少ナル四脚ル・又其旧税軽重ノ部分ヲ大別スレハ，西南地方

二重クシテ減差ヲ生スルモノ多ク東北諸県二軽クシテ増租二至ルモノ多シ」⑫

その詳細は改正地租表㊧によって一覧せられたい。
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 かくして各地方耕宅地所有者人員及地券筆i数は結局全国土地所有者人員「60

3万5，637人ニシテ毎一人ノ所有スル段別ハ八反拾歩弱，：地価ハ弐百六拾九円七

銭五厘強，地租ハ六円七拾銭弱ナリ。又全国耕宅地ノ筆数ハ，八千五百四拾万

拾虻田シテ毎一筆当リノ反別ハ五畝弐拾歩強，所有者一人当ノ筆数ハ拾四筆弐

分弱ナリ。」⑳かかる調査の結果に基き，：地券の所有者が租税負担の責任者と

なったのである。明治政府は封建社会経済制度の重要なものを撤廃し，身分上

・経済上の自由を一応実現した。しかしすべての旧制度が撤廃されたわけでは

なかった。小作制度については，何等の改革もなく，実際の取前もほとんど変

化はなかった。家父長的家族制度は存続し当時の主体的客観的事情に制約され

て，地租改正は完了しても，封建貢租と何等かわりない高率の地租が依然とし

て課せられた。 このような高率の地租の減免，いまだ実現されざる議会の開

設，政治上の自由の獲得などをめざして斗争を展開したものが，百姓一揆と自

由民権運動であった。明治初年の百姓一揆は今までの研究によると二百数十件

に及び，その中に知事の暴政や，徴兵令問題，小学校設置に反対する一揆もあ

ったが地租負担の軽減を要求する一揆が多かった。ことに明治9年（1876）12

月には，地租の減免を要求して，三重・愛知・岐阜・堺の4県に一揆が勃発

し，三重県だけでも4万人をこえる人員が参加した。こうした百姓一揆ととも

に明治7年（1874）以降自由民権運動が展開され，その後明治10年代にかけて

急激な発犀をみた。運動の中心目的は・明治政府によって実現されなかった政

治上の自由，ことに国会の開設を実現することにあったが，そのほか百姓一一ge

と結びつき地租，その他負担の減免を要求した。

 これらの一揆や運動の結果，地租は明治10年（1877）1月，地価の百分の二

半に引下げられ，付加税たる村入費も輸租の三分の一から五分の一に減じた。

このような状況のもとで政府は明治10年，最後にして最大の士族反乱，西郷隆

盛を擁する鹿児島藩士といわゆる西南戦争を「土百姓兵」である徴兵軍隊が，

武士専兵制のもとに訓練された士族軍に勝ち得るという自信をつけたのであ

る。この勝利によって専制的な明治政府の基礎は実質的に確立しt。文明開化

の波にのって，富国強兵策は軌道に乗っていった。
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註① 二三暑錘編 胡馨闇雲二巴覆撰史料集成 第七巻

 ② 中村吉治編 日本経済史

 ③土屋喬雄著日本経済史

 ④日本評論社日本経済史辞典

 ⑤井上清著条約改正（岩波新書）

 ⑥土屋喬雄著維新経済史

 ⑦  全 上   全 上

 ⑧大橋隆憲編日本の階級構成（岩波新書）

⑨杢町回畿驚講鍵籍織第七巻

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱
⑲
⑳
⑳
⑳
⑳
⑳
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全
野
全
全
全
全
全
市
全
全
全
全
全

理財三蹟

地租改正例規沿革撮要

：地租関係書類彙纂

松方財政論策集

地租改正例規沿革撮要

地租関係書類彙纂

地租改正報告書
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租
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P．228．
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P．113．

p．140．

p．105．

p．104．

PP．13rv 4 ．

p．155．

PP．26rv 7．

P．283．

PP． 301N 2 ．

PP．307tv 8 ．

p，367．

PP．195t-v 6 ．

P．196．

P．196．

P．310．

PP．310rv 1 ．

PP．337t-v 8 ．

P．81．

P．79．

pp．80tv135．

P．136．

               三 む す び

 新政府の税制改革の理想は幾多の悪条件にはばまれて，大蔵省の税制改革

が，初期から旧税制の速やかな撤廃でもなく，当分の間旧法を維持すべしとの

意図の通り，新地租は全国統一的な，その年の作柄によって変動のない金納地

租であった。その率もまた旧貢租とほとんど同一であった。しかし高率である

にもかかわらず，新地租は，もはや封建貢租ではなかった。この間額について
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は種々の論議をかもしてはいるが，新地租は，農民に対する封建的諸制限を撤

廃し，人民の土地所有権の確認を前提として成立したものであり，しかも全国

統一的に算定された地価を課税標準とする収益税の形態をとっていたのである

から，すでに近代的租税としての本質を備えていたものといえるであろう。①

 また「新地租は，もはや本質においで封建的年貢ではあり得ない。換言すれ

ば，封建的物納貢租の単なる転形たる金納貢租ではない。何となれば，封建的

か否かを決定するものは，租税或は地代の率の高低ではなく，如何なる仕方に

おいて徴収され，汲みとられるかにあろう。それ故に，封建的身分は廃除せら

れ，土地への緊縛は解かれ，居住・移転の自由は認められ，土地の売買譲渡の

諸拘束は除かれ，土地の私有権の確認の上に立てられた新地租制度は，それが

その当初如何に高率であったろうとも，その高率の点のみについて封建的と形

容し得るとしても，本質的に封建的貢租であったと規定する根拠はあり得ない

のである。さればとて，' V地租が封建的な何ものをも残らず洗いおとした完全

な典型的な意味での近代的な地租であったということも出来ないであろう。複

雑な歴史の変革過程，特に封建制から近代資本主義制への，多かれ少かれ妥協

的な転化過程を理解しようとするとき，抽象的には超然と区別され得る両方の

型を構成するところの条件が結合し得ること，また初めから完全な整備に達し

ていなかったことも，認められなければならないであろう。」②

 以上二氏の見解を引用させていただいて本論のむすびにかえたいと思う。

註① 山口和雄著 日本経済史（経済学全集12） 昭46  pp．99～100

 ② 土屋喬雄著 維新経済史         昭17  p．114
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